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「都市自治体における学校施設のあり方に関するアンケート調査」 

へのご協力について（依頼） 

 

 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。平素より、当センターの調査研究事業にご理

解、ご協力をいただき、厚く御礼を申し上げます。 

 日本都市センターは、全国市長会を母体として設立された研究機関で、地方自治をめぐる諸

状況や全国 815 の都市自治体（792 市、23 特別区）の政策ニーズを踏まえ、地方自治制度、都

市政策、行政経営等、都市に関する調査研究事業を実施している公益財団法人でございます。 

 この度、「都市自治体における学校施設のあり方に関する研究会」（座長：南 学・東洋大学 

国際 PPP 研究所 シニアリサーチパートナー）の調査研究の一環として、学校施設の整備、長

寿命化、学校開放、多機能化、複合化、管理運営体制等の取組状況や課題認識についてアンケ

ート調査を実施することといたしました。 

 

 つきましては、公務ご多用の折、誠に恐れ入りますが、本アンケートにご協力賜りますよう、

お願い申し上げます。末筆ながら、皆様のご健勝とご発展を心よりお祈り申し上げます。 

 

記 

 

1 回答方法 本アンケート調査は、Web アンケート、Excel アンケート（Excel で回答

してメール送信）の 2 通りの方法で回答が可能となっております。下記

の QR コードまたは URL からホームページにアクセスいただいたうえ、

ご回答お願いいたします。 

 詳しくは裏面
．．

の「回答方法」をご参照ください。 

 URL：https://www.toshi.or.jp/21857/ 

2 回答期限  2026 年 8 月 14 日（金） 

3 調査結果 報告書（2027 年 3 月刊行予定）に掲載予定です。 

 ※報告書は当センターのホームページで全文を公開いたします。 

  報告書が完成しましたら、ご回答いただいた都市自治体へメールにてご

連絡いたします。なお、回答内容については、お断りなく個別の市区名等

を公表することはいたしません。 

 

 

 

 

［お問合せ先］ 

（公財）日本都市センター 研究室（担当：浅見） 

TEL：03-5216-8779 E-mail：shisetsu@toshi.or.jp 

裏面の「回答方法」をご参照ください。⇒ 



 

都市自治体における学校施設のあり方に関するアンケート調査 

＜アンケート調査票のアクセス方法および回答方法について＞ 

本アンケート調査は、Web アンケート（Web にて回答）、Excel アンケート（Excel で回答してメー

ル送信）の 2 通りの方法で回答が可能となっています。 

ご都合に合う回答方法を選び、アンケートへのご協力をお願いいたします。 

 

Web アンケート／Excel アンケートのアクセス方法 

１．https://www.toshi.or.jp/21857/ 

にアクセスしてください。右の QR コードからもアクセスできます。 

※当センターホームページ（https://www.toshi.or.jp/）の「お知らせ」 

 からもアクセス可能です。 

 

２．弊センターのホームページ画面（下図）が表示されます。 

 

① WEB で回答する場合 

 「Web アンケートへのリンクはこちら」をクリックして、そのまま回答してください。 

 

② Excel（メール）で回答する場合 

 「Excel 調査票のダウンロードはこちら（Excel）」をクリックして Excel 調査票をダ

ウンロードしてください。 

 回答が終了しましたらファイルを保存し、メールに Excel を添付のうえ、 

shisetsu@toshi.or.jp 宛に送信してください。 

 


